
‭社外役員の独立性‬

‭当社は、コーポレートガバナンス強化の一環といたしまして、当社の当社および当社グ‬
‭ループの社外取締役及び社外監査役について、以下のとおり、当社が独立性を判断するた‬
‭めに以下の基準を定め、コーポレートガバナンスの強化を図っております。‬
‭　‬
‭1.　当社及び当社の子会社（以下「当社グループ」という。）の取締役（社外取締役は除‬
‭く。以下同じ。）、監査役（社外監査役は除く。以下同じ。）、執行役員及び重要な使用‬
‭人（以下総称して「取締役等」という。）となったことがないこと‬
‭2.　当社グループの取締役等の二親等以内の親族でないこと‬
‭3.　最近１年間において当社の現在の主要株主若しくはその取締役等、又は当社グループ‬
‭が主要株主となっている企業の取締役等でないこと‬
‭4.　最近３年間において、当社グループの主要な取引先企業の取締役等でないこと‬
‭5.　当社グループから取締役、監査役を受け入れている会社又はその親会社若しくは子会‬
‭社の現在の取締役等でないこと‬
‭6.　当社グループの会計監査人である公認会計士又は監査法人の社員、パートナー若しく‬
‭は従業員でないこと‬
‭7.　当社グループから役員報酬以外に年間1,000万円を超える金銭その他の財産上の利益を‬
‭受けている公認会計士、税理士、弁護士、各種コンサルティング等の専門的サービス提供‬
‭者（ただし、当該財産を得ている者が法人その他の団体である場合は、当社グループから‬
‭得ている財産合計が年間総収入の２％を超える団体に所属する者）でないこと‬
‭8.　前各項のほか、当社と利益相反関係が生じ得る特段の事由が存在すると認められる者‬
‭又は法人その他の団体に所属する者でないこと‬
‭　‬
‭[注釈]‬
‭1. 「重要な使用人」とは、部長職以上の使用人をいう。‬
‭2.‬ ‭「主‬‭要‬‭株‬‭主」‬‭と‬‭は、‬‭総‬‭議‬‭決‬‭権‬‭の‬‭10‬‭％‬‭以‬‭上‬‭の‬‭議‬‭決‬‭権‬‭を‬‭直‬‭接‬‭又‬‭は‬‭間‬‭接‬‭的‬‭に‬‭保‬‭有‬‭し‬‭て‬‭い‬‭る‬‭者‬‭を‬
‭いう。‬
‭3.‬ ‭「当‬‭社‬‭グ‬‭ルー‬‭プ‬‭の‬‭主‬‭要‬‭な‬‭取‬‭引‬‭先‬‭企‬‭業」‬‭と‬‭は、‬‭直‬‭近‬‭事‬‭業‬‭年‬‭度‬‭の‬‭当‬‭社‬‭グ‬‭ルー‬‭プ‬‭と‬‭の‬‭取‬‭引‬‭に‬‭お‬
‭いて、支払額又は受取額が、当社グループ又は取引先の連結売上高の2％以上を占めてい‬
‭る企業をいう。‬


